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平成２６年度第１回ふくしま食の安全・安心推進会議 議事録

１ 日 時 平成２６年７月２２日（火）１０時００分～１１時１５分

２ 場 所 杉妻会館 ３階「百合の間」

３ 出 席 者 別紙名簿のとおり

４ 議事内容

【開 会】

（司会：食品生活衛生課主幹）

皆さまおそろいですので、ただいまから、平成２６年度第１回ふくしま食の

安全・安心推進会議を開催いたします。開催に当たりまして、本会議の議長

であります村田副知事より御挨拶を申し上げます。

【あいさつ】

（議長：村田副知事）

皆さんおはようございます。会議の開催に当たりまして、ご挨拶を申し上げ

ます。

本県における食の安全・安心の確保につきましては、平成２４年度にそれま

での方針等を全面的に見直しを行いまして、新たな基本方針と、対策プログ

ラムを作成したところでございます。今年度は、その最終年度となります。

従いまして、各事業の目標が達成できるよう、しっかりと取り組んでいただ

きたいと思います。

特に、「食品中の放射性物質対策」につきましては、若干ではありますが、

基準値を超過する食品が見受けられることから、徹底した検査の継続と測定

結果の迅速な情報発信をお願いするとともに、リスクコミュニケーションな

どによりまして、引き続き県民の不安解消に努めていただきたいと考えてお

ります。

本日の会議では、昨年度の事業実績や、今年度の事業計画などを議題とし

ておりますので、忌憚のない意見の交換をよろしくお願いいたしまして、挨

拶に代えさせていただきます。

どうぞよろしくお願いいたします。

（司会）

これからの議事進行につきましては、議長にお願いいたします。

それでは、村田副知事、よろしくお願いいたします。

【議 題】

（議長）

円滑な議事進行に御協力をよろしくお願いいたします。それでは、議事に入

ります。

まず最初に、議題１の「ふくしま食の安全・安心対策プログラムについて」

ですが、「（１）平成２５年度事業の実施状況について」、事務局から説明して

ください。
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議題１：「ふくしま食の安全・安心対策プログラム」について

（１）平成２５年度事業の実施状況について

○実施状況の概要について

（事務局：食品生活衛生課長）

それでは、ご説明いたします。まず「資料１」をご覧ください。議題１のふ

くしま食の安全・安心対策プログラムの、（１）平成２５年度の実施状況につ

いて、説明させていただきます。

昨年度実績の説明ですが、はじめに実施状況の概要と基本施策１、基本施策

２の実施状況につきまして、私から一括して説明させていただきます。ここ

で一度、委員の皆様からご意見等を頂戴したいと考えてございます。

その後、本プログラムの要であります、放射性物質対策に関する基本施策３

の実施状況について、関係課長等から事業順に説明させていただきます。

それではまず、実施状況の概要についてご説明いたします。資料１の１ペー

ジをご覧ください。基本施策１につきましては、食の安全に関する事業とし

て５２事業を計画しており、そのうち５０事業について実施いたしました。

基本施策１では、１７の成果目標を設定しております。そのうち、１０の成

果目標については、策定時の現況値と同等または改善されているという状況

です。

次に基本施策２につきましては、食の安心に関する事業として計画どおり、

１５事業すべて実施いたしました。成果目標は５つ設定しておりますが、具

体的取り組みが平成２５年度から実施された２つの成果目標を除く３つの成

果目標につきまして、すべて現況値より改善されております。

次に基本施策３につきましては、食品中の放射性物質対策として、重複事業

９つを含む３１事業すべてを実施いたしました。成果目標は２つ設定してお

り、いずれも現況値と同等または改善されており、食品衛生法に規定する放

射性物質の基準値を超過して出荷、流通販売された食品はありませんでした。

続きまして、取り組みの一つである放射性物質検査の主な状況について、

１ページ下段の表をご覧ください。これは県が実施しました県産農林水産物

の主な品目と加工食品の検査状況です。左側が平成２３年度まで、右側が平

成２４年度及び２５年度の件数、割合を示しておりますが、平成２３年度ま

では暫定規制値、２４年度からは新基準値が適用とな っ て お り ま す 。平成

２５年度の状況ですが、玄米は全量全袋検査の結果、基準値を超過した検体

は、約１，０９５万点のうち２８点のみとなっております。また、野菜・果

実及び畜産物につきましては、基準値を超過した検体はありませんでした。

水産物につきましても基準値を超過する検体の割合は、平成２４年度の

１２．７％から２．８％へと大幅に減少しております。一方、山菜・きのこ

につきましては、全体の５．５％が基準値を超過しております。また、加工

食品につきましては、基準値を超過したものは２８件ありましたが、そのう

ち２４件があんぽ柿等の試験的加工品でした。

次に２ページをご覧ください。プログラムに掲げました成果目標と平成２４

年度及び ２５年度実績の一覧でございます。基本施策１においては、１７

指標のうち７指標が現況値より悪化しております。不良食品発生件数にみま

すと、⑯が全体の不良食品の発生件数でありまして、平成２４年度実績が
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４４件と、現況値より若干減少いたしましたが、２５年度は５２件と現況値

と比べ５件増加しております。⑩の食品の流通販売施設に起因する不良食品

の発生件数につきましては、現況値４件に対して９件と、増加しております。

小規模店舗における表示違反件数が増加したことなどが、不良食品発生件数

増加の原因です。なお、基本施策１の不良食品発生件数には、放射性物質に

よるものは含まれておりません。

次に、３ページの基本施策２と基本施策３につきましては先ほど申しました

とおり、すべての指標について現況値と同等または改善しているという状況

です。

概要については以上です。

○基本施策１の実施状況について

次に基本施策１の実施状況について説明いたします、４ページをご覧くださ

い。

基本施策１は、生産から消費に至る食の安全確保に関する事業です。「（１）

安全な食品の生産と供給」の「ア 安全な農林水産物の生産と供給」におき

ましては、「No.４有機栽培等の推進」において専門知識を有するコーディネ

ーターを活用したほか、「 N o .５死亡牛のＢＳＥ検査」においては、

１，５５２頭の検査を実施し、全頭陰性であることを確認しました。また、

「No.２ＧＡＰの推進」や「No.６安全・安心きのこ栽培の推進」においては、

それぞれマニュアルに基づいて周知するなど安全な農林水産物の生産と供給

に向けた７事業を実施いたしました。

次に、「イ 安全な食品の製造加工」におきましては、「No.１食品製造・加

工に関する技術相談」を１，７２７件受けたほか、「No.２ＨＡＣＣＰの推進」

において、１７２回の監視を行うなど、３事業を実施しております。

次に、「（２）生産から消費に至る監視・指導の強化」ですが、まず、「ア

生産段階における監視・指導の強化」におきましては、「No.１農薬適正使用

の推進」において農薬使用者等の研修会を２，３９６回実施し、４９，０６３名

の方に参加いただいたほか、「No.３魚類防疫指導」を３７件、「No.４貝毒検

査」を１１回実施するなど、計画された７事業のうち６事業を実施いたしま

した。なお、「No.５水産物産地市場衛生管理指導」につきましては、すべて

の産地市場が被災し、水揚げが行われている市場の取扱量も非常に少ないた

め実施することができませんでした。

次に、「イ 製造・加工段階における監視・指導の強化」ですが、「平

成２５年度食品衛生監視指導計画」に基づきまして、「No.１食品製造施設」

について、６，８２８施設、「No.２食中毒防止対策」として、旅館や仕出し

屋、集団給食施設等に対して、２，６６８施設の監視・指導を実施いたしま

したほか、８ページですが、「No.４特定給食施設」について４４７施設の巡

回指導を行うなど、６事業について実施いたしました。

次に、「ウ 流通・販売段階における監視・指導の強化」につきましては、

「No.１市場・大型小売店等」につきまして、４，３２４施設の監視・指導を

行うなど、３事業中２事業を実施いたしました。なお、「No.２卸売市場の品

質管理指導」につきましては、震災及び原発事故の影響がありまして意識啓

発セミナーを開催することができませんでした。
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次に、９ページですが、「エ 輸入食品に対する監視・指導の強化」につき

ましては、３，３３４施設の監視・指導を実施し、不適正な表示の輸入食品

を１件確認しております。

次に、１０ページです。「（３）食品表示の適正化の推進」でありますが、

食品衛生法、ＪＡＳ法、景品表示法、健康増進法に関する食品表示につきま

して、それぞれ調査、指導、講習会など、６事業を実施いたしましたが、概

要でもご説明しましたとおり、不適正な表示が多く確認されておりますので、

適正な表示に向けた指導の強化を図ってまいりたいと考えております。

次に、１１ページの「（４）食の安全を確保するための検査体制の充実」で

ありますが、検査の精度管理等に関しましてはNo.１、No.２の事業を実施し

たほか、学校給食につきましても、「学校給食衛生管理基準」に基づきまして

No.３、No.４の事業を実施いたしました。また、No.５～No.１０までの事業

につきましては、「平成２５年度食品衛生監視指導計画」に基づき実施いたし

ましたが、残留農薬基準値超過が２件、食品添加物使用基準違反が１件あり

ました。さらに、No.１１～No.１５までの事業により食肉の検査を実施する

など、食の安全確保のための検査としては、１５事業全ての事業を実施し、

食品の安全性を確認いたしました。

最後に、１３ページの「（５）食の安全に関する調査研究の推進」におきま

しては、「No.１残留農薬検査」や「No.２化学物質検査」など４事業を実施い

たしました。「No.４ダイオキシン類の調査」では、問題となる値は確認され

ていないという結果でした。

基本施策１「食の安全」に関する実施状況の報告は、以上です。

○基本施策２の実施状況について

引き続きまして、基本施策２の実施状況について説明いたします。１４ペー

ジをご覧ください。基本施策２は、「食の安心の実現」に関する事業です。

「（１）食の安全に関する情報の共有と普及啓発の推進」につきましては、

「No.１消費者への教育事業」において、テレビ、ラジオによる２１１回の広

報など、「No.２消費生活苦情処理体制の整備」においては、８１５回の食品

安全相談、また、「No.８の食品衛生講習会」においては出前講座を含めて、

５３７回の講習会を開催するなど、８事業を実施いたしました。

次に、１６ページの「（２）食の安全に関するリスクコミュニケーションの

促進」におきましては、No.１～No.４まで、県内各地において計９回、懇談

会やフォーラム等の事業を実施いたしまして、食の安全・安心に関する不安

解消や情報共有化を図りました。

次に１７ページの「（３）食の安全に関する県民の意見の施策への反映」に

つきましては、平成２５年７月と平成２６年１月に「ふくしま食の安全・安

心推進懇談会」を開催いたしまして、「ふくしま食の安全・安心対策プログラ

ム」の実施状況等に関する意見等をいただくとともに、食の安全・安心に関

わる情報交換を行いました。

最後に、「（４）食育の推進」におきましては、「No.１市町村食育推進計画

作成」について作成市町村が増加するなど、２事業を実施して食育の推進を
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図りました。

以上が、実施状況の概要と、基本施策１、基本施策２に関する実施状況の報

告です。よろしくお願いします。

○質疑等 （概要、基本施策１及び基本施策２）

（議長）

ただ今、実施状況の概要と基本施策１、基本施策２に関して説明がありまし

たが、皆様から何か御意見、御質問等はありますか。

保健福祉部長、何かありますか。

（保健福祉部長）

この後の基本施策３において説明があると思いますが、食品の放射性物質

対策は、震災以降、風評対策も含めて力を入れてきたところでありますが、

現在、夏場に向かうということもあり、食中毒の発生が心配される時期にな

ります。今ほど説明いただいた基本施策１の食中毒対策として、保健福祉部

は給食施設等の監視指導や啓発事業などを実施して参りますので、他部局の

皆様と統一的に力を入れていきたいと思っております。

（議長）

他に何かございますか。

（意見等なし）

（議長）

それでは、概要と基本施策１、基本施策２の実施状況につきましては、御

了承いただいたものといたします。

次に、基本施策３について関係各課及び中核市から説明をお願いします。

○基本施策３の実施状況について（関係各課長等）

（環境保全農業課長）

１８ページをお開きください。基本施策３「食品中の放射性物質対策に取

り組み、より一層の食の安全・安心を確保します。」という施策の（１）の

「No.１食の安全・安心の推進（ＧＡＰの推進）」について説明いたします。

ＧＡＰとは、農業生産工程管理のことで、農産物の生産工程をさまざまな段

階でチェックするというものでございます。この生産工程管理の中に放射性

物質対策を含めるということで、昨年３月に推進基本方針を改定いたしまし

て、新たな推進マニュアルを策定しています。２５年度につきましては、「大

豆」と「そば」についてマニュアルを改訂いたしまして、周知を図っていま

す。

（林業振興課長）

続きまして、「No.２安全・安心きのこ栽培の推進」について説明いたしま

す。平成２５年１０月に国で栽培きのこ等に関する放射性物質対策のガイド

ラインが策定されました。これを受けまして、平成２６年３月に、従前の残

留農薬等について工程管理をする「福島県安心きのこ栽培マニュアル」に放

射性物質対策を盛り込み、マニュアルの一部修正を行いました。このマニュ
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アルについては、県内のきのこ栽培指導に携わる林業普及指導員に対して、

まず講習を行い、県下のきのこ生産者に対し県内３カ所で講習会を開催いた

しました。生産者に対する講習会の参加人員１２９名でした。また、このマ

ニュアルにつきましては、県のホームページ等に掲載するとともに、関係機

関・団体の協力のもと、周知を図ったところです。

（環境保全農業課長）

続きまして、「No.３ふくしまの恵み安全・安心推進事業」ですが、この事

業につきましては、放射性物質の検査を含めました新たな安全管理体制の構

築を進めるということで、「ふくしまの恵み安全対策協議会」におきまして実

施しました米の全量全袋検査を始めとする検査機器の導入の支援、農産物の

安全管理システムの拡充等を行って、安全性の「見える化」を推進して参り

ました。２５年度につきましては、米の全量全袋検査の機器整備ということ

で県内に２０２台整備いたしまして、１，０００万点を超える検査を実施し

ております。それから、園芸品目等の検査のために１０４台の検査機器を整

備しております。なお、これらの結果につきましては、「ふくしまの恵み」の

ホームページの中で情報公開しております。

（食品生活衛生課長）

続いて、「No.４食品製造施設の監視指導」につきましては、基本施策１の再

掲事業ですが、「平成２５年度食品衛生監視指導計画」に基づき、６，８２８

施設に対する監視指導を実施いたしましたが、放射性物質に関しましても、

自主検査の実施などの原材料の安全性確認、さらには、製造、加工場所や器

具、機材等の安全管理などについて、助言、指導を行っております。

（環境保全農業課長）

次に１９ページの「（２）食品中の放射性物質検査と測定結果の情報発信」

です。「No.１農林水産物等緊急時モニタリング事業」でありますが、この事

業では、農林水産物の緊急時モニタリングを実施してまいりました。２５年

度につきましては、先ほどご説明あったとおりですが、２８，７７０点の検

査をいたしまして、残念ながら４１９点の超過が見られたところです。

（水田畑作課長）

続きまして、「No.２米の放射性物質全量全袋検査」です。これも前に説明

がありました、「ふくしまの恵み安全・安心推進事業」で体制整備をした上で

検査を実施しているものです。対象は、実施状況に関する説明のところにあ

りますように、出荷米はもとより、農家の自家保有米を含めて、県内で生産

された全ての米の安全性を確認するために全量全袋検査を実施しているもの

です。検査点数につきましては、３月末時点で、１，０９５万点超となって

おります。内訳は資料のとおり、３０Ｋｇの米袋、また１ｔのフレコンバッ

ク、端数米等あわせた数字です。基準値の超過点数については、全体で

２８点ということで、これについては現在も変わっておりません。

（畜産課長）

続きまして、「No.３肉用牛の放射性物質全頭検査」です。県内から出荷さ
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れる全ての牛について、放射性物質検査を実施しております。県内は、郡山

市にあります食肉流通センターに出荷、県外は、関東を中心に１９のと畜

場に出荷されておりますが、活動実績に示されていますとおり、出荷頭数

２２，００９頭全て検査しまして、基準値を超過した牛はおりませんでした。

（郡山市代理：保健所参事（兼）生活衛生課長）

「No.４豚肉等の放射性物質検査（出荷前の行政検査）」ですが、市内のと

畜場で処理されました豚・馬・めん羊等の牛肉以外の食肉につきまして、

５，６３９検体の放射性物質検査を実施しました。その結果基準値を超過し

たものはありませんでした。

（自然保護課長）

２０ページをご覧ください。「No.５野生動物の放射性物質モニタリング調

査事業」ですが、県内で捕獲されました野生鳥獣の肉の放射性物質検査を実

施しております。これにつきましては、検査結果は速やかに県のホームペー

ジで公表して、県民の皆様に情報公開をしております。検査結果ですが、

３０３検体を調査しまして、うち基準値を超過した検体は２１９件ございま

す。これらにつきましては、国が出荷制限を指示しておりますとともに、県

においても自家消費の自粛をお願いしているところであります。

（食品生活衛生課長）

「No.６加工食品等の放射性物質検査」につきましては、出荷前又は流通販

売段階においての検査を実施しております。中核市における検査を含め、

７，８７９検体を検査した結果、基準値を超過した食品が２９検体ありまし

た。２９検体のうち、２４検体はあんぽ柿等の試験的加工品でありました。

ほかの５検体は記載のとおりです。

なお、基準値を超過していた食品が市場流通していたという事実はありま

せんでした。

（産業創出課長）

「No.７加工食品の放射能測定事業」です。県内の食品加工業者が製造する

加工食品の自主検査を支援するということで、ハイテクプラザとハイテクプ

ラザ会津若松支援センターで無料で放射性物質の検査を実施しております。

平成２５年度におきましては、相談を受けました件数が２，６９２件、測定

件数は２，５５９件であり、基準値を超過した検体は１件でした。これにつ

きまして、市場への流通はありません。

続きまして「No.８商工業者のための放射能検査支援事業」です。こちらは、

事業者が実施する自主検査を支援させていただくという内容です。平成２４

年度に県内の１０商工会議所と２６商工会に放射能測定機器を設置いたしま

して、加工食品の放射性物質検査についての全県的な検査支援体制を構築し

ました。平成２５年度以降につきましては、２４年度に設置しました機器に

ついての検査費用や諸々の消耗品などの維持費用を補助しております。昨年

度の実績につきましては、測定件数が２，６２６件となりました。そのうち

２件の基準値超過がありましたが、市場に流通はしておりません。
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（消費生活課長）

続きまして、「No.９食品等の放射能簡易分析装置整備事業」です。この事

業につきましては、住民に身近な公共施設等に自家消費野菜等の放射能簡

易分析装置を整備いたしまして検査を行ったものです。昨年度は１３０，４４０件

の検査を実施いたしました。

（健康教育課長）

続きまして、２１ページをご覧ください。「No.１０学校給食用食材の放射

性物質検査」ですが、学校給食用食材に対する安全安心の確保のために、県

立学校１７校で検査を実施しております。また、市町村においては、平成２

５年度は４３の市町村に対して補助事業を実施しております。検査のための

検査員の雇用経費、検査の試料代及び機器メンテナンスの校正費用を補助し

ております。

続きまして、「No.１１学校給食放射性物質モニタリング事業」です。これ

は給食一食分全体について、民間の検査機関に委託して事後検査を実施し、

その結果を公表するなどの取り組みを行っております。昨年度２３の市町村、

県立校６校において実施いたしまして、２，４８０検体を検査いたしました。

その内放射性物質を検出したものが６件で、最大でも１．２８Bq/kgと、非常

に低い値でありました。

（放射線監視室長）

続きまして、「No.１２日常食の放射性物質モニタリング調査」です。一般

家庭で食されている食事につきまして、朝昼晩、間食も含めまして一食分多

く作っていただき、検体としてご提供いただきまして、これを分析したも

のです。結果といたしましては、資料に記載されているとおり、昨年度３９８

検体実施いたしましたが、基準値を超えるものはありませんでした。

（食品生活衛生課長）

続きまして、「（３）飲用水の放射性物質検査と測定結果の情報発信」です。

まず、「No.１水道水の放射性物質モニタリング検査」におきましては、県内

全ての水道水について、３２４箇所、１２，１５９件の検査を実施いたしま

したが、管理目標値を超過した検体はありませんでした。次に、「No.２飲用

井戸水等の放射性物質モニタリング検査」におきましては、水道水以外の井

戸水や湧水など、２，５２４件の検査を実施いたしましたが、こちらも管理

目標値を超過した検体はありませんでした。

（消費生活課長）

続きまして、２２ページをお開きください。「（４）食品中の放射性物質対

策に伴う情報共有とリスクコミュニケーションの促進」であります。「No.１

食の安全・安心アカデミーの開催」につきましては、県が主体となりまして

県内３市で講演会形式で開催しましたものが６回、延べ３３５名の参加があ

りました。それから、福島市において、シンポジウム形式で１回開催しまし

て、１２６名の参加がありました。

続きまして、「No.２ 食品等の放射能に関する説明会（リスクコミュニケ

ーション）」の実施です。これにつきましては、市町村内の公民館・集会場等
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で、３２市町村、６５回開催いたしまして、延べ２，０９７名の参加があり

ました。

（環境保全農業課長）

「No.３食の安全・安心推進事業」です。この事業につきましては、県内量

販店の協力を得ながら産地情報等を消費者の皆様にお伝えをして、安全・安

心の確保に努めるというものです。昨年度につきましては、県内の６事業者

の方に委託をいたしまして、８月から２月にかけまして、情報発信、ＰＲ、

現地視察等の活動をしていただいたところです。

それから、「No.４ふくしまの恵み安全・安心推進事業」につきましては、

再掲載ですので、説明は省略させていただきます。

（食品生活衛生課長）

「No.５飲用井戸水等の安全利用のための普及啓発」につきましては、住民

帰還後における飲用井戸水等の使用に向け、使用再開に当たっての留意事項

等を記載した資料を作成しまして、市町村の担当窓口を通して、広報誌等へ

の掲載や飲用井戸水等検査窓口における資料配付等を実施しております。

（農産物流通課長）

続きまして、「No.６「ふくしま新発売。」農林水産物モニタリング情報」で

す。県産農林水産物モニタリング検査の結果を、品目別、地域別、地図など

簡単に検索してご覧いただけるシステムを２３年８月から運用を開始してお

ります。２４年８月には海外からの対応も踏まえて、英語版を公開しており

ます。さらには、加工食品を品目として追加したところであります。実績と

いたしましては、「ふくしま新発売。」ＷＥＢサイトへのアクセス数につきま

して、日平均２，６６９名の方がアクセスしており、１５，０４８ページを

ご覧いただいている状況です。

（林業振興課長）

続きまして、「No.７山菜・きのこによる食中毒防止等の啓発活動」です。

こちらは、春先の山菜の時期やこれからの野生きのこの時期以前に、有毒な

食べられないものの誤食を防止する啓蒙活動を行い、食中毒の防止を図る活

動を実施しております。併せまして、出荷制限等の対象となっている品目に

ついて、広く県民の皆様にホームページ等を通じましてお知らせをする活動

も行っております。また、食毒の判別を求められた場合に出先事務所、林業

研究センター等々におきまして、きのこ・山菜等の鑑定を行っていく活動も

行っております。

（食品生活衛生課長）

「No.８食品衛生講習会の実施」につきましては、出前講座を含めて５３７

回の講習会を実施いたしましたが、放射性物質に関する基準値や検査体制及

び検査結果などについて、正しい知識を習得していただけるよう、食品衛生

の知識と併せて講習を実施しております。

次に、「No.９食の安全・安心に関わる消費者・事業者・行政の懇談会の開催」

につきましては、県内６地域で開催しまして、同様に放射性物質の基準値、
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検査体制等に関する知識や情報提供を実施したほか、参加された方々から御

意見をいただくなど、相互理解に努めたところです。

（いわき市 代理：保健所生活衛生課食品衛生係長）

２４ページ「No.１０食の安全に関するフォーラム等の開催」についてにな

ります。こちらは１１月に国の基調講演と消費者側とでの意見交換という形

で開催いたしまして、１０２名の参加がありました。参加者からは、「よかっ

た」又は「たいへんよかった」という意見が８８％を占めまして、ご自身の

意見、考え方については４２％の方が「かわった」という意見がありました。

（食品生活衛生課長）

「No.１１ふくしま食の安全・安心推進懇談会」につきましては、先ほど説

明しましたとおり、２回開催して、意見交換を実施したものです。

最後に、「（５）食品中の放射性物質対策に関する調査研究の推進」に関す

る各事業について説明させていただきます。

まず、「No.１加工食品の放射性物質測定に関する調査」につきましては、食

品中の放射性物質の検査方法に関して、水戻しを要する食品のうち、国から

検査方法が示されていない食品について、検査方法の研究を行ったものであ

ります。

（農業振興課長）

最後の事業になりますが、「No.２放射性物質除去・低減技術開発事業」です。

資料にありますように、土壌及び農産物等の放射性セシウム濃度の経年変化、

動態等を継続的に調査しております。併せまして、放射性セシウムの吸収抑

制技術、また除染技術等につきまして、技術開発を行いました。実績につき

ましては、ホームページでの公表や農業者等に説明するということで情報提

供を行っております。

（食品生活衛生課長）

以上が、基本施策３の全事業の実施状況でございます。

続きまして資料２をご覧ください。これは、主な農林水産物と加工食品に

ついて、震災発生後から平成２５年度までの放射性セシウムの検査結果の時

間の経過に伴う推移を表したものです。これまでの放射性物質検査の結果に

ついて、時系列にわかりやすくご覧いただくために作成した資料でありまし

て、広報用としても活用してまいりたいと考えております。

グラフをご覧いただければおわかりかと思いますが、野菜・果実につきまし

ては、事故直後に放射性物質が降下・付着した影響から１００Bq/kg超過がみ

られましたが、平成２４年度以降は基準値超過はごくわずかで、２５年度に

おいては全て基準値以下であり、うち９０％以上が「検出せず」となってお

ります。

また、山菜・きのこですが、まず、野生の山菜・きのこにつきましては、

季節により採取量の変動が大きいため、四半期ごとのデータから推移を読み

取ることが難しいところですが、平成２５年度においては１００Bq/kgを超過
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している検体が、全体の約５．５％見受けられております。

一方、栽培きのこについては、平成２３年度第４四半期以降は、全て１００

Bq/kg以下となっております。

次に、畜産物でございますが、２３年度などは１００Bq/kg超過がみられま

したが、２４年度下半期からは全て基準値以下であり、最近の状況をみると

約９８％が「検出せず」となっております。

なお、畜産物のうち、原乳につきましては、２３年度第２四半期からは全

て「検出せず」、鶏卵については、２３年４月以降全て「検出せず」となって

おります。

次に、水産物でございますが、事故直後は約半数が１００Bq/kg超過でござ

いましたが、その後、超過の割合は徐々に減少し、最近では、９７％以上が

基準値以下となっております。

なお、試験操業の開始以降、対象魚種については全て１００Bq/kg以下とな

っております。

最後に、加工食品ですが、これは、あんぽ柿等の試験加工品を除くデータで

あります。２３年度は乾燥野草や梅干しなどで１００Bq/kg超過が一定数確認

されましたが、最近では、超過はごくわずかであります。

以上のように、各食品において、徐々に状況が改善してきておりますが、野

生の山菜・きのこや水産物など、一部に超過している食品が見受けられてい

るという状況です。以上、平成２５年度の実施状況につきまして、事務局か

らの説明を終わります。

○質疑等 （基本施策３）

（議長）

それでは、基本施策３について、なにか御質問等はありますか。

農林水産部から何かありますか。

（農林水産部長）

それぞれの課から、生産・流通・消費の各段階できめ細かく検査を実施し、

結果を公表しているので、流通している食品の安全性については問題がない

という説明がありました。しかしながら、消費者庁が半年に一度実施するア

ンケートの今年２月の結果を見ますと、「放射性物質の検査が行われているこ

とを知らない」という方が、２６．９％であり、更に半年前の結果でも知ら

ない方が２２．４％でした。併せて、「福島県産品の購入をためらう」という

方が、１５．３％いるという結果であります。

我々としてもしっかり検査と結果の公表を行い、風評対策としてマスメデ

ィアを利用したＰＲ等を行っているところですが、そういった取り組みにつ

いては意見の分かれるところがあり、「検査を実施していることが知られてい

ないのでもっと積極的にＰＲを行うべきである」という方と「市場に流通す

るものは安全性が確保されているのだから、いつまでも検査結果の公表に力

を入れる必要はないのではないか」という方など、評価は様々であります。

ただ、県外は別として、県内については、当面の間きめ細かく検査を実施し

て公表を行っていく必要があると考えます。

また、リスクコミュニケーションについては、積極的にシンポジウムやフ

ォーラムに参加される方以外の方にどのように情報発信していくかが重要で
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あると考えます。消費者庁のアンケートの話に戻りますが、「日本の食品中の

放射性物質に対する基準値が、ＥＵやアメリカの基準値より小さい数字であ

ると理解している」方は２２％しかいないという結果がございます。消費者

庁は、学校の栄養士や保健の先生に知識を広め、リスクコミュニケーターの

養成を行っていますが、このようなより身近な顔の見える方が説明を行って

いくことが、消費者の理解を深めていただく上で重要なのではないかと考え

ます。

いずれにせよ、しっかり検査を実施していくことはとても重要なことであ

り、これからも継続していかなければならないと考えますが、行政機関から

のみの情報発信では、信頼につながっていかない状況もございますので、生

協や国際機関等と協力して情報発信を行ったり、ＮＰＯなど民間団体の調査

をサポートし情報発信を行ってもらうなどの必要性があるのではないかと考

えます。

（議長）

それでは、教育長から何かありますか。

（教育長）

先ほど健康教育課長から、学校給食の食材の放射性物質検査と給食一食丸

ごとの検査について説明がありました。震災直後、県産の食材を給食に使用

することについて、保護者の方から不安の声もあり、本来は地場産物を積極

的に給食に活用しないといけないのですが、使用が困難でした。震災前は、

学校給食における県産食材の使用割合を平成２６年度で４０％にするという

目標があったのですが、震災以降その数字が２２年度の３６．１％から、

２３年度は調査していませんが、２４年度には１８．３％と半減してしまい

ました。このような状況から県産食材の使用割合を増加させるのは難しいだ

ろうということで、県の福島新生プランの目標は、具体的な数値目標は示さ

ず「上昇を目指す」という、保護者の方々の不安に配慮した目標といたしま

した。

しかしながら、給食食材や給食を一食丸ごと検査し結果を公表することで、

保護者の方の理解が深まってきたこと、保護者への試食会等の「いただきま

す。ふくしまさん」という事業等を通じて、給食に地場産物を使用すること

に対して、各市町村で対応が異なるところもありますが、だいぶ前向きな対

応をいただけるようになってきております。このため、直近の指標の見直し

において、これまでの「上昇を目指す」から、震災前の指標は「２６年度に

４０％」でしたが、新たな目標値を「３２年度に４０％」と設定し、県教委

でも給食に地場産物を積極的に活用していくことを、検査体制の実績を踏ま

えて目指すことにしたところでありますので、広く県民の皆さんにＰＲして

いきたいと思っています。

（議長）

その他ございますか。生活環境部長お願いします。

（生活環境部長）

リスコミの話もありましたが、これまで生活環境部では、消費者向けの様
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々なシンポジウム、講演会、市町村と連携した少人数のリスコミなどを開催

してきてました。特に、今年度については、教育委員会、小中学校の保護者

の方や中学生の生徒さん達も含めて、講座などを様々な形で回数を増やして

取り組んでいきたいと考えております。

また、昨年からの取り組みといたしまして、首都圏の消費者の方をお招き

し、検査をしている現場の見学や農業者の方との意見交換などを実施してお

ります。首都圏から来られた方のその後のアンケートでは、「理解が深まった」、

「安全について十分分かったので、今後はできるだけ福島のものを」という

意見もありました。風評対策につきましては、各部において様々な対象をタ

ーゲットとして行っておりますので、引き続き、しっかり検査をやっている

ということを、来てもらうなり、実際に体験してもらうなどの取り組みを通

して感じてもらうことが重要かと思います。

（２）平成２６年度事業計画について

（議長）

それでは、（２）の平成２６年度事業計画について事務局から説明お願いし

ます。

○概要等説明

（食品生活衛生課長）

次に、資料３をご覧ください。「（２）平成２６年度事業計画について」説

明いたします。

平成２６年度事業計画につきましては、新規事業が１件、事業名や事業説明

文の修正が５件、及び成果目標の修正が１件の計７件の変更があります。そ

の他の事業につきましては、平成２５年度事業を継続して実施いたします。

まず、１ページの基本施策１の部分における「（１）事業の説明文の見直し

について」ですが、（１）「安全な食品の生産と供給」の「ア 安全な農林水

産物の生産と供給」の項目中「⑦ふくしま園芸パワーアップ事業」でありま

すが、説明文中のプロジェクト名及び内容の一部修正を行ったものです。

次に、（２）「生産から消費に至る監視・指導の強化」の「ア 生産段階に

おける監視・指導の強化」の項目中「⑤水産物産地市場衛生管理指導」です。

この事業の説明文の目的部分の表現を、より広い意味で安全確保を図るとい

う意味で、修正しようとするものであります。

次に、２ページでございます。

基本施策２の部分における「（１）新規事業の追加」ですが、（２）「食の安

全に関するリスクコミュニケーションの促進」の項目中【具体的な取組み】

に⑤として郡山市が行う「ジュニア食品安全ゼミナール」を追加するもので

す。この事業は、内閣府との共催により、中学生を対象として意見交換等を

行うものです。

次に、「（２）成果目標の見直しについて」ですが、「（４）食育の推進」の

項目において、平成２５年度プログラムより新たに追加した代表指標につい

て、平成２６年度の目標値を２５年度ですでに達成したため、目標値を上方

修正しようとするものであります。

次に、３ページです。基本施策３の部分における「（１）事業名称の見直し

について」ですが、（２）「食品中の放射性物質検査と測定結果の情報発信」
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の項目中「⑨食品等の放射能簡易分析装置整備事業」であります。

本事業は、消費者の身近な場所で自家消費野菜等の検査を実施できるよう、

機器の整備及び検査体制の支援を行ってきましたが、機器整備が概ね終了し、

事業内容は検査体制の支援が中心であるため、事業名を変更しようとするも

のであります。

続いて「（２）事業の説明文の見直しについて」ですが、（４）「食品中の放

射性物質対策に伴う情報共有とリスクコミュニケーションの促進」の項目中

「②食品等の放射能に関する説明会」です。これは、説明文の内容を現在の

実態に即した内容に改めるとともに、平成２６年度の取組も付記するもので

あります。

続いて（５）「食品中の放射性物質対策に関する調査研究の推進」の項目中

「②放射性物質除去・低減技術開発事業」です。これは、農業以外の林業や

漁業における技術開発も含んでいるため説明文の内容をより正確な内容に改

めるものであります。

以上の内容を加えまして、資料４のとおり、平成２６年度のプログラムと

して事業を展開していくこととしております。平成２６年度事業計画につい

ては以上です。

○質疑等 （概要等説明について）

（議長）

それでは、今の説明につきまして、何かありますか。

商工労働部長、何かありますか。

（商工労働部長）

商工業では加工食品が多く取り扱われています。放射性物質検査では、乾

燥された食品で数値が検出される割合が多いので、そのような点について注

意喚起をしっかりしていきたいと思っております。いずれにしてもハイテク

プラザにおいて、しっかり検査を実施していきたいと思います。

それと全体的なことで、気になることですが、現在、検査において消耗品

などの費用がかかっているのですが、検査体制を継続していくためには財源

の問題も当然出てくると思いますので、今年度も財源を確保できるよう全体

として取り組んでいかなければならないと考えております。

（議長）

それでは、「ふくしま食の安全・安心対策プログラム」については、原案の

とおりとすることでよろしいですか。

ご異議がないようですのでプログラムにつきましては、原案のとおり、と

いたします。プログラムの期間は今年度までとなっていますので、引き続き

各部局で連携し、しっかりと取り組んでいただきたいと思います。
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議題２：最近の食の安全・安心に関する事例について

（議長）

次に議題２に移ります。最近の食の安全・安心に関する事例について事務

局から説明をお願いします。

○説明

（食品生活衛生課長）

資料５をご覧ください。議題３の「最近の『食の安全・安心』に関する事

例について」、ですが、今回は【大規模食中毒の発生について】説明させてい

ただきます。

食中毒統計は通常暦年で処理しておりますので、そのような形で説明させて

いただきます。まず、お示しいたしましたグラフは平成２０年以降の食中毒

の発生件数と患者数を示したものですが、今年の発生状況を見てみますと、

今年上半期までに１０件発生し患者数は４２６名と、平成２０年以降の状況

と比較すると、患者数がかなり多いことがわかります。これは、（資料５の）

２に示しますように、２件の大規模食中毒が発生したことが要因となってお

ります。

１件目は、平成２６年２月２５日から３月２日にかけて、福島県立医科大学

附属病院の一般外来者・職員用食堂で発生した患者数１７８名のノロウイル

スによる食中毒です。

２件目は、平成２６年３月２８日から４月１４日にかけて、会津地区の食肉

処理業者が加工した馬刺しにより、１都１０県に渡り患者数８８名の発生を

みた、腸管出血性大腸菌Ｏ１５７による食中毒です。

これら食中毒の防止対策ですが、食中毒の発生要因としては調理従事者の手

指や調理器具機材の洗浄消毒が適正に実施されなかったことが大きな部分を

占めておりますので、県内の保健所においては細菌性食中毒の発生しやすい

夏場を中心として、学校給食等の大量調理施設を重点的に巡回監視するとと

もに、調理従事者を対象とした衛生講習会を開催し、適正な調理作業や衛生

管理対策を徹底するよう指導・助言をしてまいります。

資料５については以上です。

○質疑等

（議長）

ただいまの件につきまして、何かありますか。

（議長）

馬刺しの食中毒は県内で初めてですか。

（食品生活衛生課長）

以前にも何件か発生しておりますが、Ｏ１５７によるものは今回が初めて

です。

（議長）

保健福祉部長、何か感想ありますか。
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（保健福祉部長）

このことについては、食品生活衛生課長の説明のとおりです。この食中毒

事件だけではなく、食中毒事件全体についてですが、その原因は、手洗いが

不十分であったり、当たり前の衛生管理が行われていないことなどが事故と

いう結果につながってしまっています。放射性物質のことも含むのですが、

食の安全の確保について、我々行政や取締機関で専門的な知識や科学的な根

拠などから行える指導や情報の提供と、県民の皆様や事業者の方々が食の安

全に対する取り組みを理解をして行うことがかみ合わないと、食の安全・安

心が継続的に確保できないと考えますので、我々は指導等に一生懸命になる

のみではなく、県民の皆様や事業者の方々に衛生管理等について理解してし

ていただき、気をつけていただくことが事故等の防止に非常に重要なのでは

ないかと考えます。先ほど、リスコミについての話もありましたが、一段と

丁寧に県民に対する情報提供等を行っていければならないと考えております。

それからもう一つですが、先ほど議長からもお話ございましたが、「ふくし

ま食の安全・安心プログラム」は今年度で３年目の年になっておりますので、

今年度の評価をさせていただいた上で来年度の新たなプログラムの策定に向

けて、色々皆様方にご協力いただくことになると思いますので、合わせてよ

ろしくお願いしたいと思います。

（議長）

各部局において、かなり情報発信をしていただいておりますけれども、県

全体または中核市と連携をした情報発信というのも重要だと考えております。

知事直轄において情報発信などを行っておりますが、知事直轄での取り組

みについて紹介していただけますか。

（直轄理事兼安全管理監代理：知事公室長（兼）秘書課長）

知事直轄では、今年度の広報を戦略的な情報発信を行うということで、効

果的な情報発信のために全庁一丸となって様々な取り組みを行っているとこ

ろです。発信した情報がなかなか伝わっていないという状況があることから、

情報がどれだけ伝わって、どのような効果があったかなどの分析を今年度初

めて行っております。

食の安全・安心について様々な取り組みが行われており、様々な形で情報

発信が行われている訳ですが、関心のない方にどれだけ伝わっているか、放

射能に過敏になられている方にどのような伝わり方をしているのかなど、情

報発信において非常に重要な点だと考えますので、広報課を中心に分析を行

いながら、効果的な情報発信に努めていきたいと考えております。

（議長）

それでは今後とも関係部局、中核市が連携しながら食の安全・安心の確保

に向けてしっかり取り組まれるようお願いいたします。

議題３：その他

（議長）

最後に全体を通して、意見があればお願いをしたいのですが、何かありま

すか。
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特になければ、本日の会議は以上をもちまして終了といたします。

ありがとうございました。

【閉 会】

（司会）

以上をもちまして、平成２６年度第１回ふくしま食の安全・安心推進会議

を閉会いたします。
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